[bookmark: OLE_LINK1]別紙１
令和８年度　ものづくり産地連携体制構築支援事業実施計画書
１　事業計画
	(1)申請者
※代表申請者
	申請者：
代表者：
所在地：
担当者：
電　話:
メール:

	(2)連携参画者
	ア 補助対象者（(1)の申請者及び連携して参画する者）
	
	団体名または事業者名
	会員数
従業員数
	鉱工業製品 品目名
伝統工芸品 品目名

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	


※ものづくり産地連携体制構築支援事業補助金交付要綱の別記交付基準「１ 補助対象者」に記載された者に限る。

イ 補助対象者以外に当事業に連携して参画する者
	
	団体名または事業者名
	本社所在地
	業　種

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	




	(3)事業名
	

	(4)事業の背景
及び
事業の目的
	[事業実施の必要性、産地の状況や課題等の背景及びそれら踏まえた事業実施の目的を記入]
●背景



●目的




	(5)事業内容
	[事業の具体的な取組（いつ、どこで、なにを、どのように事業を行うのか）、目的を達成するための工夫、スキーム図等を記入]
●事業の概要



●１(2)に記載した連携参画者ごとの取組、役割
・
・
・

	(6)事業実施期間
	令和　年　月　日～令和　年　月　日

	(7)事業の実施により期待される効果
	[本事業によって、どのような（どの程度の）効果が期待されるかを記入 ※産地への波及効果については必須]
●期待される効果
・
・

●産地への波及効果
・
・

	(8)事業の目標値
※定量的指標を設定
	※連携事業全体としての目標値を記入
※下記は例であり、事業内容や期待される効果に応じ適宜設定すること
	目標値
	現　状
	事業完了時
	１年後目標
	２年後目標

	(例)
	
	
	
	

	本事業に係る売上額
	
	
	
	

	契約件数
	
	
	
	

	見積依頼件数
	
	
	
	

	
	
	
	
	




	(9)事業終了後の連携体制の維持・拡大に向けた計画
	[本事業で連携を組んだ異業種・他産地間での今後の連携方針や共同実施事業の計画等を記入]


	(10)国又は新潟県（にいがた産業創造機構含む）への補助金申請状況
(要綱第３条第１号関係)
	　本事業計画提出時に、同一内容の事業について、国又は新潟県（公益財団法人にいがた産業創造機構含む。）に対し補助金申請している場合は、補助金名等を記入すること。
　①国
　②新潟県（公益財団法人にいがた産業創造機構含む。）

	
	補助金名
	補助事業の概要
	備考

	①
	

	
	

	②
	

	
	



該当がない場合は、各欄に斜線を記入すること。
備考欄には、採択予定年月と、補助金申請の優先順位を記入すること。


※必要に応じ、別紙で説明すること。
（注）１　様式に記載しきれない場合は、適宜用紙を追加して差し支えない。
２　必要に応じて参考となる書類を別紙で添付すること。


２　事業費
（１）補助金申請上限額の算定
	１ 事業計画-(2)連携参画者-ア補助対象者
に記入した補助対象者数
（ア）
	１社あたり
補助上限額
（イ）
	本事業に係る
補助申請上限額
＝（ア×イ）

	
	2,666千円
	千円



（２）補助金申請額等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （税抜・単位：円）
	総事業費(Ａ)
	補助対象経費額(Ｂ)
	補助金申請額(Ｃ)
＝（Ｂ）×2/3以内
	事業者負担等Ｄ
＝(Ａ－Ｃ)

	
	
	
	



（３）補助対象経費の明細
（税抜・単位：円）
	経費区分
	補助対象経費額
(Ｂ)
	積算明細
（単価×数量）
	補助金交付申請額(Ｃ)
＝(Ｂ)×2/3以内
	備考

	謝　　　金
	
	
	
	

	旅　　　費
	
	
	
	

	会場借上料
	
	
	
	

	会場整備費
	
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	
	

	印刷製本費
	
	
	
	

	試作改良費
	
	
	
	

	委　託　費
	
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	設備備品借上料
	
	
	
	

	臨時職員給与費
	
	
	
	

	そ　の　他
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


※別途、積算内訳や見積書等を添付すること。



	事業実施体制
	（別紙可）

[例]　
　　　　事務局
○○組合　　　　　　　Ａ　組合

　　　　　　　　　 　　　　　Ｂ　組合

　　　　 　　　　　　　　Ｃ　社　

　　　　 　　　　　　　　　　Ｄ　社　
　　　　株式会社○○



2

7
